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諮問実施機関：滋賀県知事（精神保健福祉センター） 

諮問日：平成 26年９月９日（諮問第 25号） 

答申日：平成 28年７月 15日（答申第 19号） 

事件名：「措置入院に関する情報」の一部開示決定に対する異議申立て 

 

答    申 

第１ 審議会の結論 

滋賀県知事（以下「実施機関」という。）が、異議申立人に対し行った保有個人情報の

一部を不開示とする決定のうち、精神障害者調査書の「現に保護の任に当たっている者」

および「症状の概要」ならびに措置入院診断書の「生活歴および現病歴」の記載のうち

「開示請求者以外の第三者が特定される部分」および「精神保健指定医の氏名」を不開

示とした決定は妥当であるが、その他の不開示とした部分は開示すべきである。 

  

第２ 諮問に至る経過 

諮問に至る経過は、次のとおりである。 

１ 開示請求 

   異議申立人は、平成 26 年７月８日付けで滋賀県個人情報保護条例（平成７年滋賀県

条例第８号。以下「条例」という。）第 14 条第１項の規定に基づき、実施機関に対し、

「請求者にかかる○年○月○日あたりと○年○月○日・○日頃の措置入院に関する情報

（当時の状況、医師等の所見）等」（以下「本件個人情報」という。）の開示を請求した。 

 

２ 実施機関の決定 

   実施機関は、本件個人情報のうち、○年○月○日あたりの措置入院に関する診断書は

不存在であるため不開示と、○年○月○日・○日頃の措置入院に関する情報のうち、精

神障害者調査書の「調査者職氏名」および「現に本人の保護の任にあたっている者」な

らびに措置入院診断書の「精神保健指定医の氏名」および「行政庁における記載欄にお

ける職員氏名」については、条例第 15条第２号により、精神障害者調査票の「症状の概

要」欄および「調査意見」欄ならびに措置入院診断書の「病名」欄、「生活歴および現病

歴」欄、「重大な問題行動」欄、「現在の精神症状、その他の重要な症状、問題行動等、

現在の状態像」欄および「診察時の特記事項」欄については、同条第７号イに該当する

ものとして不開示とし、条例第 19条第１項の規定に基づき、一部開示の決定を行い、そ

の旨を平成 26年７月 23日付け滋精保福第 550号で異議申立人に通知した。 

 

３ 異議申立て  

   異議申立人は、本件個人情報の一部開示決定のうち、○年○月○日・○日の精神障害

者調査書および措置入院診断書にかかる不開示部分の決定を不服として平成 26 年８月
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12 日、実施機関に対し、行政不服審査法（昭和 37 年法律第 160 号）第６条の規定に基

づく異議申立てを行った。 

 

４ 諮問 

   実施機関は、平成 26年９月９日付け滋精保福第 699号で、条例第 43条第１項の規定

に基づき、当審議会に諮問した。 

 

第３ 異議申立ての内容 

１ 異議申立ての趣旨 

   本件個人情報のうち、不開示となった精神障害者調査書の「調査者職氏名」、「現に本

人の保護の任に当たっている者」、「症状の概要」および「調査意見」ならびに措置入院

診断書の「病名」「生活歴および現病歴」「重大な問題行動」「現在の精神症状、その他

の重要な症状、問題行動等、現在の状態像」および「診察時の特記事項」の記載内容は

本人の情報であり、当該部分の開示を求めるというものである。 

 

２ 異議申立ての理由 

      異議申立書、意見書および口頭意見による異議申立人の主張の要旨は、次のとおりで

ある。 

（１）カルテが病院側の都合で改ざんされている。 

（２）カルテの内容は、本人の状況、立場を殆ど斟酌しない一方的、強制的で到底納得で

きない。 

（３）入院中に、自宅の土地が違法に里道として登記されており、当時入院に陥れた病院

をたどることによって、訴訟を起こしやすくなる。 

 （４）「精神保健指定医氏名」および「（行政庁における記載欄）」の「職員氏名」も開示

を求める。 

 

第４ 実施機関の説明要旨 

   不開示理由説明書および口頭説明による実施機関の説明の要旨は、次のとおりである。 

 「病名」「生活歴および現病歴」「重大な問題行動」「現在の精神症状、その他の重要な

症状、問題行動等、現在の状態像」「診察時の特記事項」の不開示 

措置入院は、精神障害のために自身を傷つけまたは他人に害を及ぼすおそれがあると

認められる場合に、県知事の命令によって行う強制的な入院措置であることから、その

発動に当たっては、極めて厳格、慎重な手続きが求められるものである。 

措置入院の要否を判断するための「措置入院に関する診断書」の内容について、診察

者（精神保健指定医）は、客観的かつ具体的な記載を行わなければならないが、「病名」

「生活歴および現病歴」「重大な問題行動」「現在の精神症状、その他の重要な症状、問

題行動等、現在の状態像」「診察時の特記事項」の五つの項目については、その性質上、
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被診察者の認識や意向等に沿わない内容を含むものである。これらの情報が開示される

と、診察者が本人の感情や反応等に配慮し、また誤解や反発をおそれ、その記載を簡略

化したり、正確に記述することを躊躇するなど、診断内容の形骸化をもたらすことにな

りかねない。このことは、県知事が措置入院の要否を判断する際、適切で十分な情報を

得ることを困難にし、結果、措置入院制度の適正な遂行に重大な支障を及ぼすおそれが

あり、条例第 15 条第７号イ「開示することにより、個人の評価、診断、判定、選考、

指導等に係る事務に関し、当該事務の目的が達成することができなくなり、またはこれ

らの事務の公正もしくは円滑な遂行に支障が生ずるおそれがあるもの」に該当する。 

 

第５ 審議会の判断 

  １ 基本的な考え方 

   条例は、個人の権利利益を保護することを目的に、第１条および第 13 条で何人にも

実施機関が保有する自己に関する個人情報についての開示を求める権利を保障している。 

条例で定めている開示請求制度は、個人が、実施機関が保有する自己に関する個人情

報の正確性や取扱いの適正性を確認する上で重要な制度であることから、実施機関にお

いては不開示情報以外は開示する義務を負うとの原則開示の枠組みとしている。 

一方で、条例は開示の例外として実施機関が開示しないことのできる個人情報を第 15

条各号に制限的に列挙し、本人や第三者、法人等の権利利益や、公共の利益等も適切に

保護する必要がある場合について規定しており、開示・不開示の判断に当たっては、本

人に対して開示することによる利益と開示しないことによる利益とを適切に比較考量す

る必要がある。 

   このような観点から、以下判断する。 

  

２ 「精神障害者調査書」の「病状の概要」欄および「調査意見」欄ならびに「措置入院

に関する診断書」の「病名」欄、「生活歴および現病歴」欄、「重大な問題行動」欄、「現

在の精神症状、その他の重要な症状、問題行動等、現在の状態像」欄および「診察時の

特記事項」欄の不開示の条例第 15条第７号イ該当性について 

（１）条例第 15条第７号該当性の判断基準 

条例第 15 条第７号は、県の機関等が行う事務または事業に関する情報であって、

開示することにより、当該事務または事業の性質上、当該事務または事業の適正な遂

行に支障を及ぼすおそれがあるものを不開示情報とするものである。そして、ここで

いう「支障」については、その程度は名目的なものでは足りず、実質的なものが要求

され、「おそれ」については、その程度は抽象的な可能性では足りず、法的保護に値

する利益等の侵害の蓋然性が要求されると解される。 

（２）条例第 15条第７号イ該当性について 

条例第 15条第７号イは、個人の評価、診断、判定、選考、指導等の事務に関する

情報であって、開示をすることにより、当該事務の適正な執行に著しい支障が生ずる
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おそれのあるものについては、開示しないこととしている。  

開示請求の対象となった「精神障害者調査書」および「措置入院に関する診断書」

は、知事が、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和 25 年法律第 123 号。

以下「精神保健法」という。）第 23条の規定に基づく警察官の通報を受け、同法第 27

条および第 29 条の２の規定に基づき、精神障害者又はその疑いのある者を措置入院

させるかどうかを判定するにあたって精神保健指定医をして診察を行わせる必要が

あるかどうかを保健所長が調査したものおよびその後指定医をして診察させたもの

である。 

実施機関は、当該「精神障害者調査書」のうち、「症状の概要」および「調査意見」

ならびに「措置入院に関する診断書」のうち、「病名」欄、「生活歴および現病歴」欄、

「重大な問題行動」欄、「現在の精神症状、その他の重要な症状、問題行動等、現在

の状態像」欄のうち算用数字およびこれに付した丸印ならびにⅡ知能の欄括弧内、「診

察時の特記事項」欄の記載を不開示とした。 

精神障害者調査書の「症状の概要」欄には、調査者である保健所の職員が、現に保

護の任にあたっている者その他の者から聞き取った内容等が記載され、「調査意見」

欄には、指定医の診断が必要であると判断した意見が記載されている。 

措置入院診断書の「病名」欄には、精神保健指定医が医学的・専門的見地から診断

を行い判定した診断名、病名が記載され、「生活歴および現病歴」欄には、指定医が

関係者から聞き取った情報をもとに、措置入院が必要であるかどうかを医学的に判断

するために必要であると判断した受診者の生活歴と病歴が記載されている。さらに、

「重大な問題行動」欄には、当該欄に列挙された自傷行為、他害行為等の問題行動に

該当する事実がこれまでにあったかどうか、今後のおそれがあるかどうかを丸印を付

することによって記載され、「現在の精神症状、その他の重要な症状、問題行動等、

現在の状態像」欄には、当該欄に列挙された現在の精神症状、その他の重要な症状、

問題行動等、現在の状態像のいずれかに該当するかどうかを該当項目に丸印を付する

ことによって記載される。 

また、「診察時の特記事項」欄には、指定医が医学的、専門的見地から本人の病状

および問題行動等の状況を踏まえた今後の自傷他害のおそれについての総合的な判

断が記述式で記載される。 

この指定医が行う診察、診断では、精神保健法における措置入院制度が、本人の意

思に反して強制的に入院させることができる制度であることから、極めて厳格、適正

な手続きが要請され、患者本人や家族の意向にとらわれない客観的かつ具体的な内容

であることが要求されるものである。 

よって、これらの情報を開示することを前提とすると、場合によっては、指定医が、

診察者との間に軋轢や紛争が生じかねないことに配慮して、記載内容を簡略化するこ

となどにより、診断の形骸化がもたらされるおそれが生じることも想定されないわけ

ではない。 
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また、当該診察は、病状の改善という共通の目的をもって将来にわたって被診察者

と医師とが相互に信頼、協力関係にある通常の治療行為とは異なるものであって、そ

れらの情報が、治療上の医学的、専門的見地を伴うことなく、異議申立人本人の心身

等の状況を踏まえないまま開示されると、場合によっては、本人に誤解、混乱を生じ

させ、治療上の障害となったり、ひいては当該本人の心身に悪影響を及ぼすおそれが

生じることも想定されないわけではない。 

これまで措置入院診断書の開示、不開示について争われた裁判例や他の地方公共団

体における答申例をみると、開示を認めている事例と認めていない事例があるが、開

示を認めていない事例は、本人やその家族が、指定医や関係職員に対し執拗なつきま

といを行っている場合や本人の治療に支障が生じるなど、今後の措置入院制度の適正

な運営に支障をきたす具体的な事象が生じている場合が多い。 

今回の申立てにかかる事案の場合、異議申立人および実施機関からの聞き取りや提

出されている書類からは、具体的に、そのような事象は生じていているとは認められ

ず、このような状況において、本人からの開示請求においても本人の診断結果をなお

不開示とすべきかどうか、本人に対して開示することによる利益と開示しないことに

よる利益とを適切に比較考量して検討する必要がある。 

ア 精神障害者調査書の「症状の概要」 

実施機関は、精神障害者調査書の「症状の概要」欄の記載について、開示するこ

とにより、今後の事務事業に支障があるとして条例第 15 条第７号イに該当すると

して不開示としたが、この欄の記載は、調査者である保健所の職員が、現に保護の

任に当たっている者等から聞き取った内容を記載しており、この欄の記載内容は、

開示請求者以外の個人に関する情報であり、開示することにより、なお開示請求者

以外の個人の権利利益を害するおそれがあるものとして、条例第 15 条第２号に該

当し、不開示とすべきである。 

イ 精神障害者調査書の「調査意見」 

精神障害者調査書は、「滋賀県精神保健及び精神障害者福祉に関する法律等施行

規則」（昭和 37 年滋賀県規則第９号）第３条の規定に基づき、精神保健法第 23 条

等の規定による通報があったときに、保健所長が精神保健指定医の診察が必要かど

うかを調査し、意見を添えて知事に進達するものであるが、今回の事案においては、

調査の結果、措置入院の診断が行われ、診断の結果措置入院が決定し、措置入院が

実施されている事実経過を踏まえれば、調査段階における診断の要否に関する意見

を開示しても、なんら制度の適正な運営に支障をきたすとは考えられず、開示すべ

きである。 

ウ 措置入院診断書の「病名」、「重大な問題行動」および「診察時の特記事項」 

今回の事案においては、措置入院が決定したことに関し、本人が、指定医や関係

職員に対し、執拗なつきまといを行うなどの事実は認められず、開示することによ

って、制度の適正な運営に支障をきたすとは考えられず、開示すべきである。 
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エ 措置入院診断書の「生活歴および現病歴」 

これらの記載のうち本人の症状に関わる部分については、上記ウで記載した病名

等の取扱いと同様である。 

しかし、生活歴および現病歴の記載において、通報者等、本人以外の第三者が特

定される内容が記載されている場合には、不開示とされるべき内容が存在する場合

があり、今回の事案に係る診断書のうち陳述者が職員以外の者である場合は、条例

第 15条第２号に該当し、不開示とすべきである。 

なお、陳述者氏名および続柄の取扱いについては、３の（２）のア、イ、エの取

扱いと同様である。 

 

以上のことから、今回の事案においては、条例第 15 条第２号に該当する部分を

除き、これらの個人情報を本人に開示したとしても、県の措置入院事務の今後の適

正な遂行に支障を生じさせることが認められるとは言えず、条例第 15 条第 7 号イ

に該当し、不開示とすることは妥当でない。 

 

３ 「精神障害者調査書」の「調査者職氏名」欄および「現に本人の保護の任に当たって

いる者」ならびに「措置入院「精神保健指定医氏名」および「（行政庁の記載欄）」の

「職員氏名」の不開示の条例第 15条第２号該当性について 

（１）条例第 15条第２号ア該当性の判断基準 

    条例第 15 条第２号は、本人に関する情報の中に本人以外の個人情報が含まれてい

る場合において、その情報を本人に開示することにより、その中に含まれる他の個人

の正当な利益が侵されることがあるため、このような場合には開示をしないというも

のであるが、例外として、法令等の規定によりまたは慣行として開示請求者が知るこ

とができ、または知ることが予定されている情報は開示することとされている。 

この場合において、慣行として知ることができる情報とは、慣習法としての法的規

範を要するものではなく、事実上の慣習として知ることができることで足りるとされ

ている。 

（２）条例第 15条第２号ア該当性について 

ア 精神障害者調査書の「調査者職氏名」について 

精神障害者調査書の「調査者職氏名」欄に記載された職員氏名のうち一般職に属

する滋賀県職員については、職員録により職および氏名が公になっており条例第

15条第２号アの慣行情報に該当することから開示すべきである。 

イ 精神障害者調査書の「現に本人の保護の任にあたっている者」について 

精神障害者調査書の「現に本人の保護の任にあたっている者」の欄の氏名および

続柄については、開示請求者以外の個人に関する情報であり、条例第 15 条第２号

アの慣行として開示請求者が知ることができる情報であるとは言えないことから、

開示請求に対して不開示としたことは妥当である。 
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ウ 措置入院診断書の「精神保健指定医氏名」について 

措置入院診断時の事務手続に関して、措置入院診察時の業務マニュアルでは、本

人に指定医の氏名を告知することとされているが、診察開始時にのみ知ることがで

きる状況においては、実質的に条例第 15 条第２号アの慣行として開示請求者が知

ることができる情報であるとまでは言えないことから、開示請求に対して不開示と

したことは妥当である。 

エ 措置入院診断書の「（行政庁における記載欄）」の「職員氏名」について 

行政庁の記載欄に記載された職員氏名のうち一般職に属する滋賀県職員につい

ては、職員録により職および氏名が公になっており条例第 15 条第２号アの慣行情

報に該当することから開示すべきである。 

 

第６ まとめ 

以上の理由から、「第１ 審議会の結論」のとおり判断する。 

 

第７ 審議会の処理経過 

   当審議会は、本件異議申立について、次のとおり調査審議した。 

   年月日 内     容 

平成 26年９月９日 ・実施機関から諮問を受けた。 

平成 26年 10月 15日 ・実施機関から理由説明書の提出を受けた。 

平成 26年 10月 23日 ・異議申立人から理由説明書に対する意見書の提出を受けた。 

平成 26年 10月 27日 

（第 88回審議会） 

・諮問案件の審議を行った。 

平成 26年 11月 11日 

（第 89回審議会） 

・諮問案件の審議を行った。 

平成 26年 12月 22日 

（第 90回審議会） 

・異議申立人から異議申立て理由等について意見聴取を行った。 

・実施機関から保有個人情報一部開示決定理由について口頭説明

を受けた。 

平成 27年１月 26日 

（第 91回審議会） 

・諮問案件の審議を行った。 

平成 27年３月 20日 

（第 93回審議会） 

・諮問案件の審議を行った。 

平成 27年５月 18日 

（第 95回審議会） 

・諮問案件の審議を行った。 

平成 27年６月 22日 

（第 96回審議会） 

・答申案の審議を行った。 

 


